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第1章 研究の背景

第1章 研 究 の 背 景

1.1 循 環 型 社 会 の 定 義

2000年 に循環 型社会形成推進基本法が制定 された ことに代表 され るよ うに、社会の各方面で

循環型社会に向けた取 り組みが進め られて いる。基本法にお いて、循環型社会 は次のように定

義 されて いる。

この法律において 「循環型社会」とは、製品等が廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が循

環資源となった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促進され、及び循

環的な利用が行われない循環資源については適正な処分 (廃棄物 (廃棄物の処理及び清掃に関する法

律 (昭和四十五年法律第百三十七号) 第二条第一項に規定する廃棄物をいう。以下同じ。) としての

処分をいう。以下同じ。) が確保され、もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り

低減される社会をいう。(循環型社会形成推進基本法 第二条第一項)

簡潔 にいえば、目的は、「天然資源の消費を抑制 し、環境への負荷ができる限 り低減される」こ

とで あ り、そ のための手段 として、廃棄物の発生抑制や循環 的な利用 (再使用、再生利用、熱

回収)、適正処分を行 うのが循環型社会 ということで ある。また、持続可能な発展 との関係 につ

いては、 「循環型社会の形成は、(中 略) 持続的に発展す ることがで きる社会の実現が推進 され

る ことを旨 として、行われなけれ ばな らな い (第三条)」 として、持続可能な発展の推進のため

に循環型社 会の形成 を進めることが明記 されて いる。す なわち、持続可能 な発展を実現するた

めに、廃棄物 の発 生抑制や循環的な利用、適正処分 といった手法によ り、天然資源の消費を抑

制 し、環境への負荷 をで きる限 り低減 させる取 り組みを進めるのが、基本法が定義す る循環型

社会 の姿 ということになる。

しか し、社会の様 々な主体が持つ循環型社会のイ メージ (付 録2参 照) は、 この定義の示す

領域 を超 えた内容 に も及んでいる。具体的 には、廃棄物に関わる物質循環 に限 らず、水や炭素

な どを対 象とした物質循環を念頭 に置いた事例もある。また、基本法では明示 されていない物

質循環 を行 う地理的な範囲 に関す る議論 もある。つ ま り、基本法にお いては循環 の対象が廃棄

物に関す る部分に限定されていることがわかる。 この限定は、基本法が 「廃棄物 ・リサイクル

関連の基本法」(大 塚 (2000)) として制定 された という経緯か ら考 えて、致 し方ないものと

いえる。一方で 、論者によ り意見が分かれて いた循環的な利用の優先順位 について、再使用を

最優先 とし、次 に再生利用、熱回収、それができないものにつ いては適正処分するとい う基本

原則が確認された (第七条) ことや、拡大生産者 責任が明確 に位置づけ られた (第十一条) こ

とな どは、一つの方向性を与えるもの として評価 できる。
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第1章 研究の背景

1.2 循 環 型 社 会 の 指 標

さらに、基 本法の理念 を具体 的な政策 と して計画的 に実現 して いくため、循環型社会形成推

進基本計画を策定す ることが定め られている (第十五条)。平成十四年度末をめどに進め られて

いる計画の本論文執筆時点の案1にお いては、政策 目標 と してマテ リアル ・フロー に関す る指標

を導入する ことが盛 り込まれている。具体的 には、「入 口」、「循 環」、「出口」という三つの指標

が提案されて いる。 「入口」の指標には、「資源 生産性」すなわち天然 資源等投入量単位 あた り

のGDPが 選 ばれている。「循環」の指標 には、「循環利用率」す なわ ち天然資源等投入量と循

環利用量 の合計 に対す る循環利用量の割合が選 ばれて いる。「出 口」の指標には、廃棄物 の 「最

終処分量」が選ばれている。 この うち資源生産性 について は、平成二年 に トンあた り約21万

円だったものが、平成十二年には約28万 円へ と改善されてお り、計画案では平成二十二年 に

39万 円とす る ことを目標 に定め るという。

このよ うに、環境保全 に関す る国の計画 に具体 的な数値 目標が盛 り込まれ る こと自体 は評価

すべきことである。 しか し、上記の指標 によって、現実の物質循環の複雑性 ・多様性が十分に

反映で きるか どうかについては検討が必要である。なぜな ら、上記の うち 「循環」の指標 とさ

れているいわゆる リサイクル率は、物質循環が閉 じて いる場合 、すなわち回収 された再 生資源

が再び同じ品質の製品 にリサイクル され る場合 にのみ 、物質循環 の指標 として有効であるか ら

である。実際 には、回収 された再生資源はよ り品質の低 い製品 にリサ イクル される ことが一般

的である。 したが って 、物質循環の実情 は、 リサイクル という言葉か ら想起 され る閉 じた 円環

のイメージに代表 され る循環 的再利用 (狭義の リサイクル) ではな く、 らせんのイメー ジに代

表 され る段 階的再利用、あるいは らせんがよ り複雑 にリンク したカスケー ド (滝) なのである。

図1.1 紙資源 の循環構造

1 パ ブ リ ック ・コ メ ン トのた め 公 表 され て い る原 案 を環 境 省 ホー ムペ ー ジよ り入 手。
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第1章 研究の背景

図1.2 カス ケー ド構 造 の模 式 図

図1.1は 現在の紙 資源 の循環構造 を統 計に基づいて模式化 した ものである。なお、本論文に

お いては、いわゆる天然資源の ことを一次 資源 と呼び、 これとの対比で再生資源 のことを二次

資源 と呼ぶ。 この図か ら、一次資源か ら廃棄物 に至るカスケー ドの中で、それぞれの紙製品が

品 目に応 じて多様な位置 を占めていることがわかる。すなわち、滝の上流域 には一次資源を大

量 に使 用 しなが ら十分 に回収 されて いな い品 目が位置 し、 中流域 には新聞を起点 とした資源の

流れが見 られ る。そ して、下流域の品 目は限界 まで古紙 を利用 して いる。 このよ うに、現実 の

物 質循環 がカスケー ド構 造を持 つとすれば、それ を表現す る指標 もその構造 にふ さわ しいもの

を用いる必要が ある。

図1.2は 図1.1を 一般化 してカスケー ド構造を表現 した ものである。図の左には、比較対照

として使い捨て型の物質循環 の例を示 して ある。この図の中で、従来の リサ イクル指標を位置

づ けたのが、(a) と (b) であ る。いわゆる リサイクル率は、実際には二つの指標 に分けられ る。一

つは、図 の (a) によって示される二次資源の利 用率、すなわち製品の生産量 に対す る二次資源投

入量の割合で ある。他方 、図の (b) によって示 されるのは二次資源の回収率であ り、製品の消費

量に対する二次資源と して回収された量の割 合を意味す る。

この 図か らも明 らかなように、従来の リサイクル指標 は循環構造 を構成す る個別の要素の指

標 に過 ぎな い。つま り、 この指標 だけでは循環構造を全体 として評価 する ことができないので

ある。 したがって、カ スケー ド構造 にお ける資源の有効利用の尺度 としては不十分といえる。

1.3 循 環 型 社 会 に向 け た政 策

一方、 こう した指標 を用いて測定 され る リサイクルの水準 を、 目標値 に近づけるために実施

され るのが リサイ クル促進政策で ある。 基本法の制定 に前後 して容器包装、家電、建設廃棄物
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第1章 研究の背景

な ど、品目毎に リサイクル を促進す るための法律が施行 され 、拡大生産者責任や排出者責任の

ルール と品 目による特性 を考慮 して具体 的な制度が構築 されて いる。 また、先 に示 した基本計

画 にお ける 「出 口」の指標 については、すで に1999年9月 にダイオキ シン対策関係 閣僚会議

によって、2010年 までに廃棄物 の最終処分量 を現状の半分に削減するという具体的数値 目標が

示 されて いる。 この 目標達成には、従来進め られて きた規 制的手法や 自主的取組みに加 え、経

済的手法の活用が有効であると考え られ る (環境庁 (2000)、 小出 ・山下 (近刊) 等)。

廃棄物の埋立 (処 理 ・処分) に対する課税 は、価格 イ ンセ ンテ ィブによる廃棄物削減効果が

期待で き、廃棄物排出の絶対量 を削減す るための有効 な政策 の一つ と考 え られ る。同時に、 こ

の税収 をダイ オキ シン対策 などによ り近年高騰 している廃棄物処理 ・処分施設の建設費用 とし

て利用する といった副次的便益 も期待で きる。すでにイギ リスでは1996年10月1日 以降、免

許 を受けた埋立処分場で処分され るすべての廃棄物 に対 して埋 立税 (Landfill Tax) が課せ ら

れて いる。 日本 において も、2000年4月 の地方分権一括法の施行 にともな い、一部 の自治体

が国 レベルに先ん じて地方環境税 の一つ として導入を検討 している (倉 阪 (2000))。2001年

6月 にはそ の先陣を切 り、三重県 にお いて県 内で処理 され る産業廃棄物 に課税する法定外 目的

税 「産業廃棄物税」の条例が成立 した。これにつづき、2002年 には北九州市および岡山県 でも

条例が制定 され、他 の自治体で も類似の条例が検 討されて いる。

しか し、地方環境税 として 自治体 ごとに対応す ると、地域間格差が生 じて非 課税 の自治体 に

廃棄物が移動するおそれが ある (環境省 (2002a) 等)。 このよ うな 「漏れ」 を防止 し、税のも

つ効果を最大限確保するためには、広域 的な取 り組みが重要 とな る。 こうした動きを受 け、環

境省 も2003年 には 「産業廃棄物行政 と政策手段 としての税 の在 り方に関す る検討会」を開き、

本格的な検討 を始めている。同年 内をめ どに一定の結論を とりまとめる予定 との ことである2。

循環型社会の構 築には大規模な社会 システムの変革が不可欠である。変革 のため には課税 を

はじめ、様 々な施策が必要 となる。 これ らの施策は、社会の全体 として の環境負荷 を低減す る

ことを 目標 とするものであるが 、一方で副作用 として社会に様 々な影響 を及ぼす ことになる。

例えば、 リサイクルの進展は新たな ビジネスチャンス を生む可能性 もあ る。一方 、一次資源の

需要の減少によ り、これ まで一次資源の生産 によって生計を立てていた人々が、収入 の減少や

失業 といった困難 に直面す るかも しれない。 こうした政策の社会的な影響 は、 プラス面とマイ

ナス面の双方があ り、主体 に応 じて多様な結果を生む と考え られる。

したがって、 こうした廃棄物税 のよ うな新たな政策手法の導入にあた って は、その効果 と社

会的な影響 を十分に吟味す る必要がある。廃棄物削減の 目標 を達成す るため には、税率を どの

程度 に設定すべきか。課税 は各経済 主体 にどのよ うな影響を与えるのか。こうした問いに対 し、

理論研 究では定性 的な傾向 を示す ことはで きるか も知れ ないが、具体的な数値を示す ことはで

きな い。一方、十分な実施例がな い現状では事例 による実証研究 も困難である。

2 環境省ホームページよ り入手 した、2003年1月28日 付環境省報道発表資料 よ り。
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第1章 研究の背景

1.4 物 質 循 環 の 多 様 性 と政 策 の 影 響

さ らに、政策 の影響を評価す る際 にも、先に述べた循環構造の多様性 を考慮する必要がある。

そ の理 由は、日本および ドイ ツにおける実態調査3に よって得 られた知見 か ら、以下のよ うにま

とめ ることがで きる。

リサイクル推進 政策 とは、それ まで市場 メカニズムによって決定されていた リサイクルの水

準 を超 えて、廃棄物削減のために強制的に リサイクルを行 うことを意味する。 こうした強制的

リサイ クル にお いては、それ まで二次資源の価格 に転嫁 されて潜在化 して いた リサイクルの費

用が顕在化す る。費用負担の配分 に採用され るルールは、対象 となる資源や政策 を実施する主

体 によって異な るが、最終的には廃棄物のもとになる一次資源の消費者 の負担 となる。

一方で、強制的 リサイクルは二次資源 の供給過剰 を生み、二次資源の需要が増加 しなければ、

その分価格が低下する。 これ を二次資源の消費者の立場か ら見る と、強制的 リサイクルによっ

て 自身が消費す る財の価格が安 くなる という便益が発生 して いると考え られ る。つま り、一次

資源の消費者 の費用負担 によって二次資源 の消費者 に利益が発生す ることにな る。このように、

強制的 リサイ クルは所得移転の効果 を持つ可能性が示唆 される。

こうした状況 を前提 と して、政策 の効果 と循環構造 との関係を考えてみ ると、カスケー ド型

の循環 構造 の場合、す なわ ち二次資源が もとの製品 とは別の製品に再生される場合 には上記 の

関係が成立する ことがわかる。一方、狭義の リサイクル型 の循環構造の場合、す なわち二次資

源が もとの製品 に再生 される場合には、一次資源の消費者 と二次資源の消 費者が一致すること

にな り、上記の影響が緩和 される可能性がある。 このよ うに、循環構造が閉 じているか開いて

いるか とい う違 いが、関係 主体の費用負担の状況 に大きな影響 を与えることが示唆される。 こ

うした問題は廃棄物 ・リサイクル に特有 の現象 といえる。その意味でも、 リサイ クル政策の評

価 において は循環構造への配慮が不可欠で ある。

1.5 世 界 に 向 け 開 か れ つ つ あ る循 環 構 造

以上の議論においては、循環型社会は国内で閉じている という想定が暗黙 のうちに前提とさ

れて いる。実際、 リサイクルは国内の問題であるというのが、これまでの 日本 における標準的

な認識であった。しか し、1990年 代後半以降、この状況 に大きな変化が起 きている。日本から

アジア地域への二次資源の輸出が急激に増加 しているので ある。図1.3に 示すよ うに、古紙 は

1995年 の年 間4万 トンか ら2001年 には147万 トンへ、廃 プラスチ ックは12万 トンか ら39

万 トンへ と、それぞれ輸出量が増加 して いる (財務省の貿易統計よ り)。2001年 の古紙の輸出

量は、同年の古紙 回収量1769万 トンの8%に あたる (経済産 業省の統計)。 また、廃 プラスチ

ックについて は、2000年 の総排出量997万 トンに対 し139万 トンが再生利用 (マ テ リアル ・

3 詳細は付録3お よび4を 参照。
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図1.3 日本か らの二次資源 の輸 出量の推移

リサイクル) された4が 、その うちの22%が 海外で再生利用 された計算 となる。 このよ うに、

二次資源 のフローに着 目す ると、循環型社会 をめ ざす 日本 の物質循環が 、急速に海外 に向けて

開かれつつ あることがわか る。

こうした状況の背 景を、古紙を例 として見てみる。1997年 の容器包装 リサ イクル法の施行を

は じめ として 、2000年 施行 の循環型社会形成推進基本法を柱 とした リサ イクル推進政策が次々

に導入 された。その結果、回収 される二次資源の供給量は増加 した。 しか し、二次資源 の国内

需要が供給に対応 した増加 を示さなかったため、二次資源の大量 の在庫 、価 格の暴落や 逆有償

といった問題 が発生 した。 この二次資源の需給 の格差 を解 消するため に、余剰分の輸出が行わ

れ るよ うにな った5。当初は緊急避難的に採算 を度外視 して始め られた輸出であったが、輸出方

法 の合理化や海外の古紙 市況の変化で採算が とれるようにな り、恒常化 して いった6。

このように、日本だけに着 目する と、二次資源の貿易 は比較的新 しい話題に見える。しか し、

世界的視野 に立つ と、歴史的にはリサイクルの発展 とともに二次資源の貿易 も拡大 して きた こ

とがわかる。図1.4は 、1970年 か ら2001年 までの全世界の古紙回収率と古紙貿易率の伸びを

比較 した ものである。 ここでは、 リサイクルの指標 として古紙回収率を用い、貿易の指標 とし

て古紙貿易率7を用 いている。古紙回収率は1970年 の24.3%か ら2001年 の42.4%へ と、およ

そ1.7倍 に増加 している。一方、古紙貿易率は5.8%か ら19.6%へ3.4倍 とな り、リサイ クルの

倍の速さで二次資源の貿 易が拡 大 してきた ことがわか る。 したが って、循環 構造 の分析 にお い

ては、 こう した二次資源 の貿易を通 じた世界 に開かれた循環 をも視野 に入れる必 要が ある。

4 社団法人プ ラスチ ック処理促進協会による推計。

5 1997年 以降2000年 に至 る日本か らの古紙輸出の展 開については羽生 ・岸野 (2001) に詳 し

い。

6 日本か らの古紙の輸出について、山下 (2000b) において述べた予想 は間違 っていた。

7 古紙貿 易率 とは、世界の古紙回収 量の総和 に対す る世界 の古紙 輸入量の総和の割合である。
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図1.4 古紙 の リサイクル と貿易の推移

以上で確 認 した とお り、循環型社会に向けた政策 を進め る上では、現実 の物質循環の多様性 ・

複雑性 を考慮 し、政策 に反映する ことが重要である。 にもかかわ らず、現在進め られている諸

政策 において は、物質循環 の把握や指標化の面で も、個別 の政策の影響評価 の面で も、物質循

環 の多様性 に対す る配慮が十分には行われていな い。 したがって、本論文にお いては、循環型

社会 の政策に現実の物質循環の多様性を反映す るための手法を開発 し、 これを用 いて物質循環

の指標化や 具体的な政策の評価 を行 うことを目的とす る。
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「通常の経 済理 論 は実 際の と ころサ ー ビス のみ を対象 と して いる」。Ayres and Kneese

(1969) はその古典的論文のなかで、Frank Knightの 言葉 を引きつつ こう述べている。 これ

までの経済理論は、財 とサー ビスの両方を対象 としているといいつつ も、そ こでの財は消費 さ

れた後あたか も消えてな くなって しまうかのよ うに扱 われて いた。財のモ ノとしての本質であ

る物質循環の観点が これまで の経済学か ら欠落 している ことを、この言葉は端 的に示 して いる。

こうした認識の背景 には、Boulding (1968) の画期的論文 によ って提示 された 「宇宙船地球

号の経済学」が念頭 にあると考え られる。地球は物 質的に閉じた システムであるという前提か

ら、質量保存の法則が明示的に意識 される。 これを踏 まえてAyres and Kneese (1969) は、

それ まで別個 に扱 われてきた人間社会の経済循環 と自然界 の物質循環 を統合する理論的枠組み

(植田ら (1991)) と して、マテ リアル ・バ ランス ・アプローチを提案 して いる。

マテ リアル ・バ ランス ・アプローチ においては、経済循環 と物質循環 という二つの循環 を個

別に把握す ることに加 え、両者の連関 を明 らか にする ことが重要 となる。 このうち、所定の経

済循環 にともな って発 生する物質循環の把握 に関 しては、Kneese, Ayres and D'Arge (1970)

において、当該の物質循環を具体 的な フローチ ャー トとして把握す る手法が提案されて いる。

一方、分析の方向を逆転 し、所定の物質循環 の構造や環境負荷 の水準を達成 させるためには、

どのよ うな経 済構造で ある必 要があ るか を問 うア プ ローチ も存在す る。Ayres and Kneese

(1969) およびKneese, Ayres and D'Arge (1970) にお いて も、生産段階への投入物 と産出

物 (製品 と廃棄物) との間のマテ リアル ・バ ランス を考慮 した一般均衡理論 を用い、廃棄物の

排出によってもた らされ る社会厚 生の低下を、廃棄 物への課税 によ って緩和す る政策の分析が

試み られている。

2.1 物 質循環 の分析

前者の物質循環 をフローチャー トとして把握す る手法 は、経済学よ りはむ しろ社会工学な ど

の分野にお いて、システム ・ダイナ ミクスや数理計画 を用いた研究 として発展 してきた。たと

えば、吉田 ・大野 (1982) はシステム ・ダイナミクスを用いてマクロ経済データか ら紙の物質

循環 をシミュレー トするモデルを構築 して いる。 また、塩谷 ・大野 ・吉田 (1982) は紙の物質

循環 に関す る線 形計画問題 を定式化 し、廃棄物や環境対策費用な どの最小化問題を解 いて最適

な リサイクル率 を示 している。一方、森澤 ・関 口 ・井上 (1993) は紙の物質循環 におけるマテ

リアル ・バ ラ ンスを微 分方程式体系 によって表現す るモデル を構 築 し、森澤 ・長谷川 ・井上

(1995) では このモデル を拡張 して リサイクル政策の効果を物質、エネルギー、費用の各面か

ら評価 している。 これ らはいずれ も 日本国内 を対 象 とした研究であるが、同様な研究はヨー ロ
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ッパ に お いて も行 わ れ て い る8。 これ らは、複雑 な 現 実 を実 態 に即 して そ の まま把 握す るア プ ロ

ー チ とい え る。

一方、Bouldingの 「宇宙 船 地 球 号 」モデ ル には、 質 量 保存 則 だけ でな く熱 力学 第 二法 則 、す

な わ ちエ ン トロ ピー増 大 則 へ の配 慮 も包 含 され て いた 。 上 記 の マテ リアル ・バ ランス ・アプ ロ

ー チ とそ の 発 展 形 に お いても、 物 質 循環 に と もな う環 境 負 荷 の把 握 とい う形で 間接 的 に エ ン ト

ロ ピー的 側 面へ の配 慮 が試 み られ て い る とい える。 これ に対 し、物 理 法則 で あ るエ ン トロ ピー

の法 則 と 人 間 の 経 済 活 動 と の関 係 を直 接 的 に 取 り扱 っ た 研 究 と して は 、Georgescu-Roegen

(1971) や 玉 野井 (1978, 1990) な どが代 表 的 で あ る。 これ らの貢 献 を踏 まえ 、物質 循環 の 分

析 にエ ン トロ ピー的 視 点 を組 み 込 む理 論 的枠 組 み と して 、Sirkin and ten Houten (1994) に

よ りカス ケ ー ド理論 の 基礎 が提 示 され て いる 。

エ ン トロ ピー の 法則 によ れ ば、 物 質循 環 に お け る資 源 利 用 形態 は 、通 常 イ メ ー ジ され る こと

の 多 い閉 じた 循 環 (狭 義 の リサ イ クル) で は な くカ スケ ー ド構造 を有す る。 カ ス ケー ドと いう

言 葉 は、 川 に あ る滝 (カ ス ケー ド) か らの類 推 に 由来 して いる。 つ ま り、川 の 水 は 、滝 をあ る

高 さか ら次 の 高 さへ と順 々 に流れ 落 ち、つ い には 海 へ と至 る (Sirkin and ten Houten (1994))。

このよ うに 、物 質 循環 にお いて は 、品 質 の段 階 的 劣 化 を伴 いな が ら、 資 源 を段 階 的 に活用 して

い るの で あ る。 こう した段 階 的 な 資源 利 用 システ ム を 、 カ ス ケー ドあ る いは カ スケ ー ド連鎖 と

呼ぶ (Fraanje (1997))。

カス ケ ー ド理 論 に お いて は 、物 質 循環 の 構 造 を記 述 す る た め に二 次元 のモ デル を用 いる。 す

な わ ち、 物 質 の利 用 回 数 と品 質 とい う二 つ の尺 度 か ら物 質 循環 を評価 す る こ とにな る (図2.1

参 照)。 後 者 の尺 度 が導 入 され る こ とで、品質 の低 下 の評 価 を通 じて エ ン トロ ピー的 側 面へ の配

図2.1 カス ケ ー ド構 造 の 分 析 軸

8た と え ば 、 Bystrom and Lonnstedt  (1995, 1997)、 Weaver et al.(1997) な ど。
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慮が可能 とな る。加えて、物質循環を この二次元のモデルで表現す ることで、現実の複雑な循

環構造の要点 を簡潔に把握す ることがで きる。 この点が、 上記 のシステム ・ダイナ ミクスを用

いたアプローチ との大きな違いで ある。ただ し、Sirkin and ten Houten (1994) は理論的な

枠組み を提示 した に過ぎない。 また、 これ までに、Fraanje (1997) やLafleur and Fraanje

(1997) によって カスケー ド理論 を用いた木材利用に関す る事例研究が行われているが、どち

らも二つの次元 のうち利用回数 のみ を定量評価 したに過 ぎない。 したがって 、これまで はカス

ケー ド理論 の持つ可能性が十分 に活用 されて いない状況 にあったといえる。

そ こで、本論文第1部 にお いては、カスケー ド理論の二つの次元の両方 を定量評価で きるモ

デルを提案す る。 これを用 いて リサイクル政策に有効 となる新たな指標が得 られ、現実 の複雑

な循環構造の核心部分を簡潔に把握する ことが可能 とな る。第1部 では、対象 を紙資源 に限定

して分析を進 める。紙資源 を選ぶ のは次 のような理 由による。廃 プラスチ ックな どと違 い、長

期 にわたる リサイ クル と貿易の歴史があること。有害性が認め られバーゼル条約 による規制の

対象 となっている廃鉛な どと違 い、貿易の規制が行われて いない こと。そ して、最終製 品とし

て様々な用途 に用い られる金属類 と違 い、用途が限定 されて いるため に分析対象 を限定で きる

ことである。

2.2 経 済 循 環 の 分 析

以上の研究は、経済活動に関す るシナ リオを外生的に与 え、それ にともな う物質循環や環境

負荷の変化 を試算するアプローチ といえる。すなわち、経済循環が物質循環 に及 ぼす影響 を評

価す る方向で、物質循環の把握に重点 を置いた分析が行 われていた。一方、マテ リアル ・バ ラ

ンス ・アプローチにお ける分析の もう一つの方向は、所定の物質循環 の構造や環境負荷 の水準

を達成 させ るため には、 どのような経済構造で ある必要があるかを問うことであった。 このア

プローチは、従来型の経済学 の中で発展 してきた。

分析のためには、まず経済循環 自体の構造 と特徴 を把握 してお くことが前提 となる。廃棄物 ・

リサイ クル に関す る経済循環 を把握する上で特に重要 となるのは、排 出された廃棄物 を回収 し

再び利用可能な資源 として再生す るプ ロセス、すなわち静脈産業9に 関す る経済的メカニズムの

解明である。 日本にお いては、柴田 (1961) によ る先駆的研究 に始 ま り、華山 (1976) による

家計消費 と廃棄物 との関係の分析や、植田 (1981) による リサイクル に関する実証的分析が行

われてきた。特 に、静脈産業の経済的な成立条件につ いては、寺西 (1987) による理論的定式

化 を受け、植田 (1992) や吉野 (1996) によって精緻化が進め られてきた。さ らに、細 田 (1999)

は負の財の概 念を導入 し、政策によって経済的な成立条件 を超 えて リサイクルが推進 された結

果発生 した、逆有償 の問題 を分析 している。

9 経済の循環 を血液の循環 になぞ らえ、一次製品の生産 ・供給側 を動脈産業、二次資源の回収 ・

供給側を静脈産業 と呼ぶ。
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環境の制約を考慮 した経済構造のあ り方を分析す るには、大き く三つの典型的アプローチが

ある。そ の一つは、Leontief (1970) に代表 される産業連 関分析 の環境問題への応 用で ある。

このアプローチは、大平 ら (1998、1999) による廃棄物に関す る付帯表 を用いた産業連関分析、

中村 (1999, 2000a, 2002) による物量表 による廃棄物産 業連関分析 など、日本にお いて も近年

盛 んに行われて いる。ただ し、産業連 関分析は経済構造が価格 によって変化 しないとい う前提

を持つため、価格変化 を通 じた経済構 造や物質循環の変化 を分析す ることができな い。 この点

は、以下で述べるよ うな リサイ クル政策 の評価 を行 う上で、大 きな制約 となる。

第二のアプローチは、資源経済学的アプローチで ある。廃棄物の長期間にわたる蓄積 とそれ

にともな う社会厚 生の低下を考慮 した上で、社会厚 生を最大化す るように動学的最適化問題 を

解 くといった分析が行われる。この中で、リサイクル を意識 した研究 としては、Smith (1972)、

D'Arge and Kogiku (1973), Weinstein and Zeckhauser (1974), Huhtala (1997)  な どが

あげられる。たとえばSmith (1972) の場合、廃棄物の蓄積に ともな う社会的費用 とリサイク

ルに要す る私的費用との比較 によ り、最適な リサイ クル水準 とそれ をもた らす経済構造が求め

られる。

そ して第三 は、公共経済学的な理論分析である。本アプ ローチにおいては、税な どの経済的

手法が企業や家計の行動に どう影響を与えるかにつ いて理論的な分析が行われる。 これ らアプ

ローチで企業行動 に焦点 をあてた もの として、Kohn (1997)、Conrad (1999)、 家計行動 に焦

点を当てた もの として、Dinan (1993), Fullerton and Kinnaman (1995). Palmer et al.  (1997)、

Fullerton and Wu (1998)、Fullerton and Wolverton (1999) な どが あ る (こ れ らの研 究 を ま

とめた もの と して 、Fullerton and Kinnaman (2002) が あ る)。

第三 の アプ ローチ で は、 廃棄 物 によ って もた らされ る外 部不 経 済 を ピグー税 的 手段 によ って

内部化 す る と い うア プ ロー チが と られ て い る。 分析 の焦 点 は 、税 や 補助 金 の対 象 と して どの よ

うな組 み 合 わせ を採 用す るか とい う点 にあ る。 これ をKinnaman and Fullerton (2000) にな

らって整 理 す る と、主 要 な選 択 肢 と して は1) 廃 棄 物排 出へ の課 税 、2) リサイ クル へ の補助

金 、3) 製 品 購 入へ の課 税 、4) 一 次 資源 利 用へ の課 税 、5) 二次 資 源利 用 へ の補 助 金が 挙 げ

られ る。 不 法投 棄 を完 全 に防 ぐこ とが で き る場 合 には 、 もっ と も直 接 的方 法 で あ る1) の廃 棄

物 排 出へ の課 税 で も、 効 率 的な 資 源 配 分 を実 現 で き る。 しか し、 不法 投棄 の防 止が 不 可能 で あ

る場 合 に は、2) と3) の組 み 合 わ せ で あ るデ ポ ジ ッ ト ・リフ ァン ド制度 (Bohm (1981)) が

も っと も望 ま しい とす る研 究 が 多 い 。

2.3 物 質 循 環 と経 済 循 環 との 連 関

以上の経済循環 に関す る研究 を物質循環 の観点か ら吟味すると、大半の研 究がカスケー ド型

ではな く狭義 の リサイクル型のモデル を採用 している という限界が明 らか となる。すなわち、

リサイクル された資源が、再び同 じ製品の原料 として用い られるという閉 じた物質循環が想定

されて いる。理論的分析を目的 とす るため シンプルな構造が仮定 されていることがその主たる
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理由 と考え られる。特に、第三の公共経済学的 アプローチ においては家計行動 に焦点を当てた

研究が多いため、生産者に関してよ り詳細な条件設定が必要 となる開いた物質循環の想定が採

用 されにくいといえる。

しか し、 これ までにカスケー ド型の物質循環が政策に与 える影響につ いて言及 した研 究がま

った く存在 して いないわけではな い。Smith (1972) の考察 部分には、論文の理論モデルの内

容 とは直接関係 していな いものの、物質循環が閉 じている場合 と開いている場合 との費用負担

の違 いに関する記述が ある。すなわち、物質循環が 閉 じて いる場合10に は、生産者 は廃棄物へ

の課税 による費用負担 を被るが、二次資源の利用 によ り補助 金を得 ることがで きるため、実質

的な負担はそ の差額のみ となる。一方、物質循環が開いている場合 には、廃棄物税を負担す る

生産 者と補助 金を得る生産者が別 の主体 となるため、所 得移 転の効果をもた らす ことにな ると

論 じられている。

開 いた物質循環 を明示的に扱った論文 としては、Dinan (1993) によるデポ ジッ ト ・リファ

ン ド制度 と 一次資源税の比較 に関す る研究が挙 げられ る。それ によれ ば、一次資源への課税が

リサイクル促進効果 を持つのは、二次資源が課税 され る一次資源 と代替関係にある場合、す な

わ ち物質循環が閉 じて いる場合 に限 られる という。た とえば、新聞古紙が再び紙 の生産 に用 い

られ る場合 には、パル プへの課税が新聞古紙 の利用を促す効果が あるが、新聞古紙が家畜の敷

き藁 として用 い られる場合に対 しては、パル プへの課税 は何の効果 もない。さ らに、Dinanは

開いた物質循環 の例 と して、海外への輸出 について も言及 して いる。 こうした分析に基づ き、

Dinanは 一次資源税よ りデポジ ッ ト・リファン ド制度の方が適切なイ ンセ ンテ ィブ効果 を生む

ことができる と結論づけて いる。

SmithやDinanの 分析や ドイ ツにおける実態調査の結果 (付録4を 参照) か ら、物質循環 の

構造 に応 じて リサイクル政策の効果や影響が異なることが示唆され る。 このことは、物質循環

と経済循環 との連関 を明 らか にす るというAyres and Kneese以 来の問題 関心 の文脈において

も重要な意味 を持つ。循環構造の多様性 と政策の効果 との関係 を詳細 に評価す るには、相応の

精度で循環構造 を記述でき、かつ、廃棄物税 など価格イ ンセ ンテ ィブを用いた政策が経済に及

ぼす影響を反映できる分析手法が必要となる。先 に紹介 した三つのアプローチの うち、第一の

アプローチは実データを用いた詳細な記述 という面では優れ るが、価格効果 の評価ができない。

第二、第三 のアプローチは価格効果の評価 は可能であるが、詳細な記述 には向かない。

そ こで、本論文第2部 にお いては、上記 アプ ローチの長所 を生か した分析が可能である、応

用一般均衡モデル (Shoven and Whalley (1992) な どを参照) を用いて、 リサイクル推進政

策 の定量的な評価 を行 う。 ここで、上記アプローチにお いては基本的 にピグー税的な政策が分

析対象 とされて いた。 しか し、応用一般均衡モデルの枠組みにおいて ピグー税 的な政策 を導入

するためには、廃棄物の排 出や蓄積 によ って 生じる社会的費用についての具体 的なデータが必

10 Smith (1972) の定 義 にお いて は 、廃 棄 物 (と な る製 品) の 生産 と利 用が 同 一 の生産 者 に よ

って行 わ れ る 場合 。
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要とな る。 この社会的費用曲線 の推定はそれ 自体が独立 した研 究 として行われるべき類の課題

であ り、そ の作業は本論文の範囲を超 える ことになる。したがって、ここでは次善の策 として、

所定の目標 を達成す るために必要な政策 (具体 的には税 率) を分析 の対象とす る。

また、廃棄物の不法投棄の問題 は、理論的 にも現実世界にお いても リサイクル政策 に大きな

影響を及ぼす もので ある。 しか し、不法投棄の問題 を定量的に分析す るには、不法投棄の実行

費用、不法投棄 に起因する環境汚染 によ る社会的費用、不法投棄が発見 され処罰 され る確率な

ど、現時点で定量化が困難な情報が必要 とな る。 こうした状況 に鑑みて、本論文 においては不

法投棄 を分析 の対象か ら除 くこととす る。これ を踏まえ、分析 の対象とする政策手法 としては、

もっとも直接的な内部化手法である廃棄物税 を取 り上げ る。

廃棄物 ・リサ イクル政策に応用一般均衡 モデルを用いて いる研究事例 は少な く、宮 田 (1998)

および宮 田 ・厖 (1999, 2000) による廃棄物 に関す るモデル分析、増井 ら (2000, 2001) によ

る二酸化炭素 と廃棄物制約 を入れたモデル分析な どに限 られて いる。宮 田 (1998) は北海道 を

対象 とした家庭廃棄物有料化 の分析で あ り、宮田 ・厖 (1999, 2000) は愛知県 を対象として り

サイクル活動 の有 無が物質循環 に与える影響 を評価 して いる。増井 ら (2000, 2001) は全国を

対象 として いるが 、廃棄物だけでな く二酸化炭素 も制約 として いる点が本論文 とは異なる。ま

た、モデル構造 上の本質的な違 いについて は後述す る。

2.4 国際 的 な物質 循環の分析

先のDinanの 指 摘にもあるように、廃棄物 ・リサイクル政策の検討において も、国境 を越え

た物質循環 を無視す る ことはで きない。第1章 で見たよ うに、 日本 においては二次資源の貿易

は比較的新 しい事 象であるが、世界的に見る と二次資源の貿易にも長い歴史がある。 こうした

過程を反映 して、早 くも1978年 には、Grace et al. (1978) によって二次資源の貿易が各国の

リサイクル に与 える影響に関する経済学的分析がな されている。具体的には、紙資源 を題材 と

して、回収率や利用率 を古紙や製品の貿易 と関係づける理論モデル を構築 し、 これ と現実 のデ

ータを照合す る ことで、次 のよ うな結論 を導いて いる。すなわち、二次資源貿易が行われた方

が、全体 として リサイクル される資源量が増え、二次資源市場 も安定化する。 したが って、二

次資源貿易は環境面で も経済面でも望 ま しい結果 を生む とされる。

また、Copeland (1991) は廃棄物貿易 の制限が社会厚 生に与える影響 を理論モデルによっ

て分析 している。す なわち、理論的には廃棄物に関 して も自由貿易を適用 し、廃棄物処理に と

もなう社会的費用 を課税によ り内部化 した上で、処理費用の安 い国で処理を行 うことが最適で

ある。 しか し、現実 には不法投棄が防止できないので、税率を下げ貿易を制限す る方が最適 と

なる。また、受入国で廃棄物への課税政策 がない場合 も貿易制限をすべきである と論 じている。

一方、国別の内訳 を検討することで、 リサイ クル と二次資源の貿易に一定のパター ンがある

ことが明 らか にな る。van Beukering (2001) は、世界各国の古紙 (50カ 国) と廃鉛 (40カ

国)の リサイ クル と貿易の統計を分析 し、次のようなパ ター ンを見いだ した。すなわ ち、先進
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国は二次資源 の回収 に特化 して二次資源の輸出国 とな り、途上国は二次資源 の利用 に特化 して

輸入国となるという傾向である。言 い換えれ ば、先進国で回収 された二次資源が途上国に輸 出

され、途上国で再生利用され るというパター ンが一般的で ある ということで ある。

二次資源 の輸 出国に とっては、 日本の古紙輸出の例 に見 るよ うに、輸出 という選択肢 によ っ

て回収後の利用先が担保 され ることで、二次資源の回収が促進 される と考 え られ る。 しか し、

輸出への依存が高 まる と国内の再生産業の発展が阻害 され る可能性 もある。 一方の輸入国 にと

っては、二次資源の輸入は安価な工業原料の供給源 とな り、産 業の発展へ の寄 与が期待で きる。

また、一般に一次 資源の生産工程 は環境負荷が相対的に大き く11、国産 の一次資源が輸入二次

資源に代替 され ることによる環境負荷の低減が期待で きる場合 もある。 しか し、輸入二次資源

は国内の二次資源回収 と競合 し、輸入国内の産業 に悪影響を及 ぼす ことが懸念 される12。

一方で、こうした先進国 と途上国との リサイ クルの分業は、いわ ゆる公害 輸出 (寺西 (1992))

となる可能性 も否定できな い。先述のvan Beukering (2001) は、分業が進む理由の一つ と

して、先進 国に比べ途 上国の環境規制の水準が低 いことをあげている。 また 、二次資源の越境

移動が活発化す るにつれ、1999年12月 におきたニ ッソー事件 のよ うな廃棄物 の不法輸出の問

題が増加す る ことも懸念 される。

こうした二次資源の貿易 を評価するには、経済 的側面 と環境的側面双方 を視野に入れる必要

がある。 しか し、そのた めにはまず分析 の端緒 として、対象 となる物質のマテ リアル ・フロー

の把握 を行 う必要がある。その際、二次資源だけでな く、代替的な一次資源 (古紙 に対するパ

ルプ、鉄屑 に対す る鉄鉱石な ど) と両者 をもとに生産 される最終製品 (古紙 とパルプか ら生産

される紙製 品) について も同時 に扱わな くてはな らない。 こうした資源の流れ と製品の流れ の

連鎖を一括 して扱 う手法 として、Material-product chain (MPC) analysisと い う手法がある

(Opschoor (1994))。 さ らに、van Beukering (2001) はこれを多国間 の資源、製品の移動

を考慮できるように拡張 したInternational MPCを 提案 している。 このモデルの基本的構造

を図2.2に 示す。MPCに は一次資源、最終製品、二次資源 という3つ の要素がある13。実線

矢印で示 され るフローが資源 と製品の間の垂直方向の流れであ り、従来型のMPCを 示 してい

る。 これに加 え、波線矢印で示される水平方向のフローが同一要素間の貿易 を示 して いる。 こ

の矢印によって複数の国のMPCが 接続 される。 この拡張 によ り、A国 で生産 された一次資源

がB国 に輸出 され、B国 で最終製品 となって消費され、二次資源 として回収 されたものが再び

A国 に輸出される といった、複雑な フローを追跡す ることが可能 とな る。本論文第1部 第5章

11 例えば、中国で は淮河流域の水質汚濁を防止するため 「汚染がひどく排水処理対策の見込み

の薄い年産5000ト ン以下の製紙工場にお ける化学パルプ製造設備 を、すべて閉鎖 または生産

停止す る」 という対策が1995年 に講 じられた という (大塚 (2002) 参照)。
12 たとえば、Sharma et al.(1997) によるイ ン ドの古紙輸入 に関す る事例研究の場合、輸入

を促進 した方が環境面や製紙業の経済面では メリッ トがあるが、雇用の面で はイ ンフォーマル

セ クターの活 用が重要であると報告 されて いる。
13 なお、現実 のマテ リアル ・フローには各段階か ら排 出される廃棄物 も含 まれるが、ここで は

要素間の連鎖 を強調す るため省略 している。
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では、アジア地域の紙資源のマテ リアル ・フロー の分析 を試みる。

図2.2 国 際 的MPCに お け るマ テ リアル ・フ ロー のモ デ ル

以上の位 置づ けか らも明 らかな通 り、本論文は環境問題 という問題の解決 を指向 して学際的

なアプローチか ら研究 を進めている。 こうした アプローチの位置づ けに関す る議論につ いては

付録1を 参照の こと。
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第1部

物質循環を捉える指標

第1部 においては、物質循環の多様性 を把握す るための新たな指標 として循環度を提案 し、

これを用 いて 日本の紙資源の物質循環の現状や、個人 の リサイクル行動、そ して国際化 した リ

サイクル の現状 を分析する。

第3章 リサイクルされた資源は何回利用されているか

本章では、 まず循環度計算の基礎 となるマテ リアル ・バ ランス ・モデルを定式化 し、そ こか

ら循環度 を導 出する。 この循環度 を用 いて 日本 の紙資源 の物質循環 の現状を分析 し、指標 とし

ての循環度 の有効性 を検証する14。

3.1 循環度 の定式 化

ここでは、主 として単一の物質か ら作 られる製品の リサイクル ・システムに焦点 を当て、そ

のマテ リアル ・フローを記述するモデル を用いて循環度 を算出す る方法 を示 し、そのシステム

にお ける物 質循環 を分析する。例えば、紙製品の リサ イクル ・システムにお いては、木材繊維

が主要な原料 となっている。 このシステムにおいては、木材チ ップのような一次原料 と古紙 の

よ うな二次原料が、新 聞紙や段ボールな どの紙製品を製造す るために投入 される。 こうした製

品は、消費 された あと回収されてシステムの原料である古紙 となるか、ある いはシステムの外

へ と廃棄 される ことになる。 このよ うに、ある場所では製品であ り、また別の場所では原料 と

な る。 しか し、主として循環 している物質 自体 は同じ紙繊維である。

マテリアル ・バランス ・モデル

マテ リアル ・バ ランス ・モデルにおいては、システムを四つの連続 的な成分 に分割する。製

品の消費を起点 として物質の流れ に沿って見た場合、最初の段階は 「国内にお ける使用済みの

製品の回収 (Q step)」 となる。2番 目の段階は、「原料の貿易 (S step)」 であ り、3番 目の段

14 本 章 は 、Yamashita et al.(2000) を も と に 加 筆 修 正 した も の で あ る 。
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図3.1 マ テ リアル ・バ ラ ンス ・モ デル

階 は 、 「国 内 にお け る新 た な 製 品 の 生産 (P step)」 で あ る。 そ して 、最 後 の段 階 が 「製 品 の貿

易 (T step)」 で あ る。 最初 は 、 この シス テ ム にお いて はそ の 物 質 か ら単 一 の 製 品が 生 産 され 、

そ の 製 品 は リサ イ クル され て 単 一 の原 料 とな る とい う仮 定 をお く。 この仮 定 の 下 で、 各段 階 の

マテ リア ル ・バ ラ ンス を記 述 す る (図3.1を 参 照)。

今 、あ る 国 にお いて 、分 析 の対 象 とす る製 品がx*消 費 され た とす る 。 このx*が 、Q step (国

内 回収 段 階) へ の投 入 とな る。 この投 入 の う ち、w*が 廃棄 され (流 出)、 残 りのx*-w*が 回収

され る。x*-w*=qが 、 この段 階 の通 過 量 と定義 され る。 回 収 の過 程 で 不 純 物 がw混 入す る

(流 入)。 そ れ ゆ え、回収 され る使 用 済 み 物 質 の量yは 、通 過 量 とwの 和 とな る。yが 、 この段

階 の産 出 で あ る。 したが って 、 この段 階 にお いて は次 の マ テ リアル ・バ ラ ンス が 成 り立つ 。

(3.1)

次 のS step (原 料 貿 易段 階) にお いて は 、 回収 量y (投 入) の うちf*が 輸 出 され る (流 出)

ので 、投 入 側 か ら見 た 場合 の この 段 階 の通 過 量 はy-f*=sと な る。一方 、2次 原 料 の利 用量y*

(産 出) の うちfが 輸 入 され た もの (流 入) で あ るの で 、産 出側 か ら見 た 場合 の この段 階 の通

過量 はy*-f=s*と な る。 これ ら2つ の 通過 量sとs*の 違 いは 、2次 原料 の在 庫 変動 によ る も

の で ある 。vを 在 庫 の純 増 量 とす れ ば、 この段 階 の マテ リアル ・バ ラ ンス は次 の よ う にな る。

(3.2)

同様 に、P step (国内生産段階) においては、システムの外か ら来 る1次 原料zに 加え、2

次原料y*が 投入 される。結果 として 、製品がx生 産 され 、投入 された原料 のうちz*が 生産 工程

においてス ラッジな どの排出 として失われる。 したが って 、pを この段階の通過量 とす ると、

この段階のマテ リアル ・バ ランスは以下のように表 される。
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(3.3)

最 後 のT step (製 品貿 易段 階) に お いて は 、生産 量xの うちg*が 輸 出 され る ので 、投 入 側 か

ら見 た この段 階 の通 過 量 はx-g*=tと な る。 一 方 、製 品 消 費 量x*の うちgは 輸入 され た もの

で あ るの で 、産 出側 か ら見 た この段 階 の 通過 量 はx*-g=t*と な る。これ ら2つ の通 過 量tとt*

との違 いは 、製 品 の在 庫 変 動 に よ る もので あ る。uを 製 品在 庫 の純 増 量 とす る と、 この段 階 の

マ テ リアル ・バ ラ ンス は以 下 のよ うに表 され る 。

(3.4)

以上が、マテ リアル ・バ ランス ・モデルの4つ の段階である。それぞれ の均衡式において、

次の関係が成立する。

投入-流 出=通 過量=産 出-流 入

ある段階の産出はそれ に続 く段階の投入 に等 しく、そ の段階の投入は一つ前の段階の産 出に等

しい。ある段階の通過量は、投入のうち次の段階 に流れて いくもの としてだけでな く、産出の

うち前の段階か ら流れてきた もの として も認識 される。 したがって、投入 に対す る通過量の割

合を事後通過率 と定義 し (添字a)、 産 出に対する通過量の割合 を事前通過率 と定義す る (添字

b)。 それぞれの段階において、この二つの割合は以下のよ うに表 される。

Post, Pre

Q step:

S step:

P step:

T step:

(3.5)

ある段階 の流出は、投入の うちシステムの外 に流れ 出る部分であ り、流入 は産出のうち シス

テムの外か ら流れ込む部分である。本章にお いては、システムの境界 を一国内 (あ るいは、特

定の地理的単位) に限定す る。 したが って、流出 としてみなされ る輸出は、一度輸出された も

のは他国で使われることはあって もその国で は二度 と製品 として使われる ことはな いという意

味で、廃棄物 と等価である。 さらに、流入と してみなされる輸入は、 これまでにその国で製品

として使われた ことがないとい う意味で、一次原料と等価 である。

循環度

先に定義 した道具立てを用いて、カスケー ド理論の二つの主要な次元である資源の寿命 と品

質の統計的な定量化 を行 う。前者 は、消費後 にその物質が利 用され る回数 として定義され る。
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製 品の利用回数が多いほ ど、その寿命は長 いといえる。 しか し、利用回数を評価す るに当たっ

ては、製品のすべてが 同 じ経路を辿 るわけではないため、直接的な測定が不可能である。マク

ロ的には、製品が リサイ クル され るか否か は確率的 に決定 され る。 したがって、製品の利用回

数 は消費後利用回数の期待値のかた ちで統計的に求め ることにな る。

事後循環率raは 、製品の消費量 に対す る再び同 じ製品 として利用 される量の割合 として定義

され 、事後通過率によって次のように表 される。

(3.6)

とい うのは、ある段 階の事後通過率は、その段階への投入量に対す る次の段階に流れ下る量の

割 合を示 して いるので、 この割合 を四つの段階すべて について掛 け合わせ ることで、最初の段

階 (Q step) への投入量に対する五番 目の段階 (Q step) に流れ下る量 の割合がえ られる。 これは、

消費された後その国にお いて少な くとも1回 循環す るものの確率である。

したが って、ra2に よって少な くと も2回 循環す る ものの確 率が与 え られ る。それ ゆえ、

ra-ra2に よ って、ちょうど1回 循環す る確率が得 られ 、rak-rak+1に よってちょうどk回 循環

す る確率が得 られ る。こうして、事後循環度が循環回数の期待値 として以下のよ うに得 られる。

(3.7)

caは 、その製品が消費されたあと、国内で平均何回利用 され るかを示 してお り、製品の寿命の

尺度 となる。

この式か ら明 らかな通 り、caはraの みによって決 ま り、raは 各段階の事後循環率 によって決

まる。ここで、一般 的にz*とwは 製品の消費量に比べて十分に小 さい とみな される。それ ゆえ、

マテ リアル ・フローが国内で閉じている場合、すなわち、製品や原料の輸出入がない場合 には、

raは 従来の回収率、つ ま り、製品消費量x*に 対する回収量yの 割合に相 当する。

(3.8)

このように、raとcaは 、従来の回収率を内包す る指標である といえる。

カスケー ド理論の もう一つの次元である資源の品質に関 して も、資源 の寿命の定量化に用い

られたのとほぼ同様な方法を用いる。す なわち、寿命の場合 には、製 品の消費後利用回数を数

えた。一方今回は、製品が国内で これまで何回利用 されてきたか、す なわ ち消費前利用回数を
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数える。その理由は、製品 (例 えば紙製品) の品質が、そ の製 品を構成す る物質の品質 (例 え

ば、紙繊維) によって表 され るか らで ある。物質 の品質は リサイ クル され るにつれて劣化する。

2回 リサイ クル された物質の品質は、1回 リサイ クル され たものよ りも低 い。 したが って、消

費前利用回数は、製品の品質に反比例す る。

消費後利用回数が事後循環度 によって表 され るのと同様に、消 費前利 用回数は事前循環 率rb

によって得 られ る事前循環度cbに よって表 される。rbは 、製品消費量 に対す る以前同 じ製品 と

して利用 された量の割合 によって定義 され、事 前通過率によって以下のよ うに表 される。

(3.9)

4段 階すべての割合 を掛け合わせ ることで、今回のT stepの 産出に対す る前回のT stepか ら

流れ下 ってきた量 の割合が得 られ る。 これが、消費前 に国内で少なくとも1回 は循環 した こと

があるものの確率で ある。

cbの 導 出過程はcaの 場合 と同様で、

(3.10)

となる。

ここでも、国内で閉じたマテ リアル ・フローの場合 には、rbは 従来の利用率、すなわち製品

生産量xに 対する二次原料投入量y*の 割合に相 当す る。

(3.11)

したがって、rbとcbは 、従来の利用率 を内包す る指標 であるといえる。

最後 に、総循環度が事前循環度 と事後循環度の和 として定義 され る。

(3.12)

ある製品の総循環度が小 さいとすれ ば、すなわち、そ の製品の事 前循環度 と事後循環度が共 に

小さい とすれば、その製品は品質の高い原料か ら作 られてお り、あま りリサイクル されて いな

いといえる。一方、ある製品の総循環度が大 きいとすれ ば、つ まり、そ の製品の事前循環度や

事後循環度が大 きいとすれば、その製品はすで に十分に利用 された原料か ら作 られて いるか、

消費後に十分 に リサイクル されているか、 どち らかであるといえる。 したが って、総循環度 は

資源生産性 の総合的指標であるといえる。ある製品の総循環度が大きけれ ば、その製品が作 ら
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れている物質の資源生産性が高いといえる。

ここまでは、製品 の消費、す なわちT stepとQ stepの 間 を開始点 としてマテ リアル ・フロ

ー を記述 して きた。結果 として、計算され る循環度 は製品 に関するもので あった。 しか し、実

際 には、開始点は どの段階の間に も設定 しうる。特 に、 開始点 をS stepとP stepの 間、つま

り生産工程 のために原料が用意 された場 面に設定 した場合、原料の循環度 を計算す ることがで

きる。

行列モデル

上記のマテ リアル ・バ ランス ・モデルにおいて は、閉鎖 型 リサイ クル の仮定がおかれて いた。

すなわち、製品、原料 とも単一の種類 しかない場合、例 えば回収 された新聞紙 はすべて再び新

聞紙 として リサイクル されるよ うな場合が想定 されて いた。 しか し、 こうした仮定は現実のマ

テ リアル ・フローにおいては例外的である。一般 的には、同 じ物質か らなる ものであって も、

製品にも原料にも様々な種類がある。二次原料の種類 は、それが由来す る製品の組成によって

定義 される。 回収工程にお いては、二次原料の種類に したが っていくつかの種類の製品が混合

され る。同様 に、生産工程 にお いては、い くつかの原料が新たな製品の生産のために混合 され

る。例えば、あるカスケー ドにお いては、製品Aは 一次原料のみか らなるか もしれない。製品

Bは 一次原料 とAの リサイクル品半々か らな るか もしれな い。製品CはBの リサイ クル品 とC

の リサイ クル品か らな るか もしれない。Bの リサイクル品 には一部Aが 含 まれるかもしれない。

ここで、品 にはm種 類、二次原料にはn種 類あるとす る。そ の場合、 これ までスカラー変数

で記述 されて きた製品生産量xの ような変数 は、各成分が対応す る製品 につ いて の値 を示す

x=t (x1, …, xm) のよ うな列ベ ク トルで置き換 え られる。製 品は添字iで 、二次原料は添字jで

表す。その場 合、Q stepとP stepの マテ リアル ・バ ランスは、それぞれ以下のように表 され

る。

Q step:

P step:  (3.13)

こ こで 、qijはi番 目の製 品か らj番 目の 二次 原 料 に流 れ る量 を示 し、pjiはj番 目の二 次原 料

か らi番 目 の製 品 に流 れ る 量 を表 す 。 した が っ て 、行 列Q=(qij) とP=(pji)、 あ る いはそ れ

らの転 置 行 列tQ=(qji) と tP=(pij) が 、相 互作 用 項 を表 す 。前 者 は製 品が 回収 工 程で どのよ う

に混合 され るか を示 し、 各二 次 原 料 の定 義 を与 える 。後 者 は原 料 が ある 製 品 を生産 す る際 に ど

の よ うに混 合 され るか を示 し、 そ れ によ って各 製 品 を定 義 す る。

S stepとT stepに は相 互 作 用項 が な いた め 、マ テ リアル ・バ ラ ンス は 以下 の よ うに表 され る。

S step:
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Tstep:  (3.14)

こ こ で 、sjjとtjjは 対 角 行 列S=(sjj') とT=(tii') の 対 角 成 分 で あ る 。

行列モデルでは、各段階の事前通過率、事後通過率につ いて も定義の更新が必要である。

Post,  Pre

Q step:

S step:

P step:

T step:

(3.15)

したが って、事前循環行列Rbと 事後循環行列Raは 、次のよ うに定義 され る。

Post:

Pre:  (3.16)

こ こで 、Rbは 、各製 品 の1回 転 前 の資 源 配 置 を示 して い る。す な わ ち 、Rbのkl成 分 は 、k番

目の製品1単 位 に含 まれる、1回 転前にl番 目の製品だ った ものの量を示 して いる。 したが っ

て 、Rbの 行 和 に よ って 、各製 品1単 位 に言 まれ る、少 な くと も1回 は 製品 と して 消 費 され た こ

との ある も の の割 合 が 得 られ る。 同様 に、Raのkl成 分 は 、k番 目の製 品1単 位 に含 まれ る 、

国内で循環 しリサイクル されてl番 目の製品となるものの量を示 している。 したがって、Rbと

Raは 、消費前に少な くとも1回 は循環 した ことが ある ものの確率 と、消費後 に少な くとも1回

は循環するものの確 率をそれぞれ表 している。

これ らの行列 を用いて、スカラー ・モデル の場合 と同様 に、各製 品の事前、事後、そ して総

循環度 を求めることができる。

Post:

Pre:
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Total:  (3.17)

ここまで、循環度 のモデルを記述 して きたが、 これ を用いて物質 のカスケー ド構造 の定量的評

価 を行 うことが できる。

3.2 日本 にお け る紙 リサ イクル

以上において定式化 した循環度を用い、 日本の紙資源の物質循環の状況を分析す る。使用 し

たデータの構造 の詳細は以下の通 りである。紙製品は九種類 に分 けられ る。すなわち、新聞紙

(NP)、 書籍向 け印刷用紙 (BK)、 雑誌向け印刷 用紙 (MG)、 そ の他印刷用紙 (PP)、 情報用紙 (IP)、

衛生用紙 (TP)、 その他の紙 (SP)、 段ボール (CC)、 そ の他 の板紙 (CB) で ある。古紙は5種 類 に分

けられ る。す なわち、上質古紙 (OHG)、 新聞古紙 (ONP)、 雑誌古紙 (OMG)、 段ボール古紙 (OCC)、

板紙古紙 (OCB) で ある15。一次繊維 は二種類 に分 けられ る。す なわ ち、化学パルプ (CV) と機械

パル プ (MV) である。 計算 には、1995年 のデータを用 いた。データの出典 は、通産省の 『紙パ

ルプ統計年報 』、古紙再生促進セ ンター の 『古紙統計年報 』である。公表 されたデー タが入手で

きないものにつ いては、製紙 メーカーや古紙問屋 に対するインタ ビュー を利用した。表3.1と

表3.2に 、計算 に用いた入 力データを示 した。

表3.1 日本 の紙製品の生産 と貿易の構造 (1995年 、千 トン)

15 ここで 、上 質 古紙 は 「上 白 ・カ ー ド」 と 「模 造 ・色 上」で あ り、雑 誌 古紙 は 「雑 誌」、「特 白 ・

中白 ・カー ド」、 「切付 ・中更 反古 」 か らな り、 「茶模 造 紙 」 は段 ボー ル 古紙 に含 めた 。
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表3.2 日本 の古 紙 の 回収 と貿 易 の構造 (1995年 、千 トン)

3.3 分 析 結 果

循環行列

図3.2は 、マテ リアル ・バランス ・モデルか ら得 られる新 聞紙 (NP) の繊維の国内循環 の計算

例である。図の右半分は消費後の繊維 の流れを示 している。まず、消費 された新聞紙 (NP) の65%

が 新聞古紙 (ONP) として回収され、残 りが廃棄され る (WT) (Q step)。 新聞古紙 (ONP) の輸出

はほ とん どないので、大半が新たな紙製品の生産のために投入 される (S step)。 それ に続 くP

stepに おいては、新聞古紙 (ONP) のうち43% (最初 に消費された新 聞紙 (NP) の28%) が、再

び新聞紙 (NP) を作るために投入され、残 り (最初に消費 された新聞紙 (NP) の36%) がその他 の

紙製品 となる (OTP)。 最後に、製品の一部は輸出 される (PEX) ので、最初 に消費された新 聞紙

(NP) の62%が 、再び国内で紙製品 として消費され る (T step)。

一方、図の左半分 は、消費前の繊維 の流れを示 して いる。消費され る新聞紙 (NP) の16%は 輸

入 されたものである (PIM) (T step)。 残 りは国内で 生産 された ものであ り、新 聞古紙 (ONP) と機

械パルプ (MV) が半分ずつ含まれて いる (P step)。 新 聞古紙 (ONP) はほとん ど輸入 されていない

ので、投入 される新聞古紙 (ONP) の大半が国内で回収 された ものである (S step)。 回収された新

聞古紙 (ONP) の65%は 新聞紙 (NP) 由来の ものであ り、残 りはその他の紙 (OTP) に由来 している

(Q step) ので、今 回消費される新聞紙 (NP) の27%が 、前回も新聞紙 として消費 された もので あ

り、15%は その他 の紙 として前回消費 された ものである。 このよ うに、各段階における投入、

産出、流入、流出の関係が図3.2に よって例示 されている。

事前循環行列Rbと 事後循環行列Raの 計算値 を表3.3に 示す。 これ らの行列 をもとに して、

各製品の事前循環 回数および事後循環 回数の確率分布 を得る ことができる。
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図3.2 紙繊維 の国内循環 の例 (新聞紙)

つ ま り、ある製品 の原料に含 まれる、一次繊維 の構成割合、1回 利用された繊維、2回 、3

回利用 された繊維 の構成割合 (事 前循環 回数) と、そ の製品の うち一度 も再利用 されないもの、

1回 だ け再利用 される もの、2回 だけ再利用 されるものな どの構成割 合 (事後循環回数) であ

る。各製品の確率 分布 を図3.3に 示す。事前循環 に関 しては、何度か利用 された繊維が含まれ

る製品もあれ ば、一次繊維 しか含 まないもの、あるいは多 くて も1回 使われた繊維 までしか含

まな いもの もあることがわかる。各製品 の循環度 はこれ らの確率分布 の期待値 として得 られる。

表3.3 紙製品の事前循環行列 と事後循環行列
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図3.3 各製品の事 前循環回数および事後循環 回数の確率分布16

16 図中 、負 値 (左 側) が事 前 の利 用 回 数 、正 値 (右 側) が 事 後 の利 用 回 数 を表 して い る。
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循環度

図3.4お よび図3.5と 表3.4は 、各製品の事前、事後 、総循環度の計算値を示 している。各

製品の循環 度 とともに、 これ らをその消費量 によって重み付 け した加重平均の値 (AV) をも示 し

ている。事 前循環度は従来の利用率を内包 してお り、事 後循環度は従来の回収率を内包 して い

るので、参考のために これ ら従来指標 につ いて も表3.4に 示 した。

図3.4 各紙製品の事 前循環度 と事後循環度

図3.5 製品別 の事前循環度 と事後循環度の比較
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表3.4 各 製 品 の事 前 ・事 後 ・総循 環 度

事 前循環度につ いてみると、紙製品 は3つ のグルー プに分類する ことができる。第1の グル

ープは、書籍向け (BK)、 情報用紙 (IP)、 そ の他の紙 (SP) か らな り、 これ らは事前循環度がほと

ん どゼ ロで ある。第2の グルー プは、その他の印刷用紙 (PP)、 雑誌向け (MG)、 衛 生用紙 (TP)、

新聞紙 (NP) か らな り、中程度の事 前循環度 (0.4～0.7) をもつ。最後の グループは、その他板紙

(CB) と段 ボール (CC) であ り、平均以上の事前循環度を持 つ。第1グ ループは品質要求の高い製

品か らな り、ほ とんどが一次繊維 か ら作 られている。第2グ ループは古紙が利 用可能な製品か

らなる。最後のグルー プは古紙 を主原料 とする板紙か らなる。 このよ うに、事 前循環度 は製品

の品質を示 して いるといえる。

事後循環度 について も、同様に3グ ルー プに分類する ことがで きる。第1グ ループの衛 生用

紙 (TP) と情報用紙 (IP) は、事後循環度がほとんどゼ ロである。第2グ ループのそ の他の紙 (SP)、

その他 の板紙 (CB)、 書籍 向け (BK) は、 中程度の事後循環度である。最後 の雑誌 向け (MG)、 新

聞紙 (NP)、 その他の印刷用紙 (PP)、 段 ボール (CC) は、平均 を超 える事後循環度 を持つ。第1グ

ループは、回収不能、あるいは回収 されていない製品である。最後のグルー プは、消費後 に十

分回収 されている製品である。 このように、事後循環度は製品の消費後 の利用の程度を示 して

いる といえる。

一次原料である化学パル プ (CV) と機 械パルプ (MV) の総循環度 (それぞれの事後循環度 に等 し

い) は、紙繊維の平均的な資源生産性 を示 している。化学パルプと機械パルプはカスケー ド構

造の中を異な った経路で流れるため、両者の総循環度 も異なった ものにな る。総循環度の値 (そ

れぞれ0.79と1.30) は、 日本において紙繊維が平均何 回循環 しているかを示 している。機械

パル プは化学パルプよ りもリサイクル されている。技術的には、紙繊維は3回 か ら5回 リサ イ

クルする ことができると考え られているので、 この総循環度の大きさは、 日本には未だ リサイ

クルの技術 的な可能性が残 されている ことを示唆 している。段ボールの総循環度 は3.84で あ り、

十分 に リサイクル されて いる製品 といえる。

古紙利用率はほとん ど同じだが、事 前循環度はかな り異なっている製 品が ある。例えば、表

5.4に おいて、新聞紙 と衛生用紙 の利用率はそれぞれ50.1%と53.0%で あるが、事前循環度は

0.66と0.52と な っていることがわかる。また、段ボール とその他の板紙 の古紙利用率はそれ

ぞれ83.4%と80.0%で あるが、一方、事 前循環度 は2.19と1.38と なって いる。 こうした違 い

は投入され る古紙 の種類の違いによるものである。図3.3に よれば、新 聞紙 は衛生用紙 よ りも

一次繊維 (事前循環回数がゼ ロの繊維) の投入割合が高 いことがわかる。 しか しなが ら、衛 生
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用紙 に投入 され る古紙 は、すべてちょうど1回 だけ使われた古紙 、すなわ ち上質古紙である。

一方、新 聞紙 に投入 され る古紙は、すで に数回使われ ているものであ る。それ ゆえ、平均的に

見 ると、新 聞紙の方が事 前循環度が 高 くな る。従来の古紙利用率ではカスケー ド構造 を捉 える

ことがで きないが、循環 度は繊維のフローの構造を正確 に反映 している。

リサイクル ・シナリオの感度分析

次 に、二つの紙 リサイ クル推進策の評価 を行 う。それぞ れのシナ リオの設定 は、以下の通 り

で ある。まず、(1) 新 聞紙 の回収を促進 し、(2) 結果 として発生する余剰新聞古紙 を次のよ うに

利 用する。一次繊維である機械パルプの代替 として、新聞古紙 を (シナ リオ1): 再び新聞紙 を

作 るため に投入す る、(シナ リオ2): 雑誌向け印刷用紙 を作 るために投入す る、という二つの選

択肢 を考 える。各シナ リオにお いて、各種 の紙製品および原料の循環度 に対 する影響を推定す

る。結果 の一部を図3.6に 示す。例 えば、機械パルプの投入が新聞古紙 によって10万 トン代

替 された場合、新聞紙の総循環度は シナ リオ1の 場合0.13、 シナ リオ2の 場合0.06増 加す る。

同時に、各 シナ リオにお いて、雑誌向けの総循環度 は0.01と0.04、 機械パルプの総循環度は

0.03と0.04増 加する。

この結果 に基づいて、新聞古紙投入の変化 に対する循環度の感度を計算 した。感度 とは、新

聞古紙投 入の変化 に対す る循環度 の変化の割合 として定義 される。すなわち、新聞古紙 の投入

量が1%増 加 した場合、つま り、機械パ ルプの投入が減少 した場合、各製品の循環度は何%変 化

す るか を示 している。 こうした感度 の計算によ り、同量の新聞古紙が利用され るとした場合、

図3.6 二つの リサ イクルシナ リオの比較17

17 そ れ ぞ れ の 棒 は 、代 替 な し、10万 トン (100×103) 代 替 、20万 トン代替 、30万 トン代 替

した 場 合 の 各製 品の総 循 環 度 を示 して いる 。

33



第3章 リサイクルされた資源は何回利用されているか

表3.5 両 シナ リオにお ける各製品の総循環度の感度

あるいは同量の機械パルプが節約 される とした場合、新聞紙 生産 に投入す る場合 と雑誌向 け生

産に投入す る場合の どち らがよ り好ま しいのかがわかる。感度分析の結果 を表3.5に 示す。

もちろん、感度分析の結果は 日本 の状況に強 く依存 した ものであるが、新 聞古紙 (新聞紙)

自身の感度 について は、新聞か ら新聞への リサイクル (シナ リオ1) がよ り好 ましいといえる。

新聞紙の感度 は、 シナ リオ1で は1.46で あり、シナ リオ2で は0.64で あった。反対 に、機 械

パルプの感度 について は、新聞か ら雑誌への リサイクル (シ ナ リオ2) が望 ま しいといえる。

機械パルプの感度 は、 シナリオ1で は0.62で あ り、シナ リオ2で は0.85で あった。

3.4 まとめ

資源の品質の定量化

既存研究 における資源のカスケー ド構造の分析は、定性的評価が主流であった。カスケー ド

理論の二つの次元のうち、定量的評価がな されてきたのは資源の寿命 (利 用回数) の次元 につ

いてだけで あった。 これは、 もう一つの次元 (資源の品質) を単一の尺度 によって定義す る こ

とが一般 には困難であるためである。なぜな ら、カスケー ド連鎖の各段階において、きわめて

多様な資源 の利用形態や製品が存在 して いるか らである。例えば、木材利用の場合、木材 は、

材木やパネル 、パルプ用チ ップ、薪などに利用する ことがで きる。材木の品質はその堅 さによ

って測定する ことができるかもしれない し、チ ップの場合 は繊維 の長 さによって、薪 の場合は

熱量によって測定できるかもしれない。 しか し、こうした製品の品質 の違 いは単一の基準では

評価で きない。

一方、特定の条件の もとでは、資源の品質 を定量化す る ことができる。例えば、本章で扱 っ

た紙資源の リサイ クル ・システム においては、資源の品質の尺度 として紙 の繊維の品質 を用 い

ることができる。対象 とするマテ リアル ・フローの最初か ら最後 まで、紙 の繊維 は単一の製品、

すなわち紙 を作るため に用い られ る。 このため、異な る製品の品質を、そ の製 品を構成する繊

維 の品質によ って比較することがで きる。紙の繊維 は抄紙機 にかけ られ るたびに劣化 して いく

ので、そ の品質 を測定するためには、繊維が何回製紙工場で処理 されたか、す なわち繊維 のこ

れまでの利用回数を数えればよい。 したがって、利用 回数 によって品質を測定 できるような単

一の物質の場合、理論的には製品の利用回数を推定す ることによって、その物 質のカスケー ド

構造 を定量的に評価す ることが可能 なのである。

34



第3章 リサイクルされた資源は何回利用 されているか

循環度 の適 用可能性

マテ リアル ・バ ランス ・モデル と、その行列形式への拡張は、一般 のマテ リアル ・フローに

適用可能である。事後循環度 は消費後 の回転数 を示す ものであり、 これ も一般 に適用可能であ

る。 しか し、事後循環度を資源の寿命の指標 として解釈する ことには、一定の制限がある。す

なわ ち、紙や包装材 など短期間に製品 としての役割 を終えるものの場合 には、消費後 の利用回

数が多 いほど、当該資源の寿命 も長 くな る。一方、紙 と同様木材を原料 とす る製品でも、家屋

の柱 のように耐久財と して利用される ものの場合には、製品として利用 されている期間の長 さ

自体 が寿命 の大きな決定要因とな る。事後循環度は こうした製品の寿命 の指標 としてはふさわ

しくない。循環速度が著 しく異な る品 目の間の比較を行 うためには、循環度に さらなる拡張が

必 要 と考 え られる。

同様 に、事前循環 度は消費前の回転数 を示す ものであ り、 これ も一般 に適用可能である。 し

か しなが ら、事前循環度 を資源の品質の指標 として解釈する ことは、常に可能なわけではない。

先に確認 した とお り、再利用の回数を基礎 にして品質の劣化を測定できる物質 に対 しては、 こ

うした解 釈が適用可能である。紙 製品だけでな く、高分子や金属 の中にもそ うした物質がある

と考え られる。

事前循環度および事後循環度は、直接 的にはそれぞれ対応する リサイクル率 の従来指標であ

る再 生資源の利用率 と回収率 を置き換 える指標である。紙資源の場合、事前循環度には従来の

古紙利用率が含 まれ、事後循環度には従 来の古紙 回収率が含 まれ る。 しか し、循環度 はカスケ

ー ド構造 に関する情報 をこれ ら従来指標 よ り多 く含んでいる。例 えば、二つ の製品の古紙利用

率が等 しくて も、事前循環度 には違いがあ り得る。 これは、カスケー ド構造 にお ける両製品の

位置が違 うためにお こる。

一方、循環度 においては対 象地域内でマテ リアル ・リサイクル された もののみを指標化す る

という限定があるが、従来指標 にお いて はリサイ クル の定義をよ り柔軟 に扱 うことができる。

た とえば、サーマル ・リサイ クル された量 について もリサイクル率の分子 に加えて評価する こ

とができる。た だし、循環型社会形成推進基本法の定 める循環利用の優先順位 に従えば、サー

マル ・リサイクル よりはマテ リアル ・リサイクル、 リサイ クルよ りは リユース を優先的に評価

すべ きということになる。 この点につ いては、従来指標 ではリユースの評価 は原理的 に困難で

あるが、循環度の場合は理論的には評価 が可能である。 しか し現状 は、 リユースに関する統計

が存在 しな いため、循環度 を用いて も実際の評価 は困難 である。次章では、個 々人の リサイク

ル行動 に限定する ことで、 リユースを も考慮した評価が可能 となることを示 して いる。

循環度 と資源生産性

資源の有効利用の指標 としては、 リサイ クル率の他 に資源生産性が一般 に用い られている。

資源生産性 とは、ある財 によ り入手で きるサー ビス単位 の総計を、その財 を生み出すための物
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質、エネルギー等の総消費量で割 った もので ある (環 境省(2002b))。 この値が大 きいほど、

よ り少ない資源投入 によってよ り多 くのサー ビスが生み出されて いることを意味し、資源が有

効に利用 されている ことがわかる。資源生産性において、分母 を資源投入量ではな くエネルギ

ー投入量 とすればエネルギー生産性が得 られ、二酸化炭素排 出量 などの環境指標 を分子 に用 い

れば、いわ ゆる環境効率性が得 られる。類似 の概念 に、シュミッ ト=ブ レーク (1997) らが提

唱す るMIPS (Material-Intensitat Pro Serviceeinheit)、 す なわ ちサー ビス一単位 あた りの物質

集約度がある。

事前循環度および事後循環度が先に述べた諸条件 を満たす 場合 に、両者の和 として得 られ る

総循環度は資源生産性 に類す る情報 を持つ と考 えられ る。 この場合 の総循環度は、対象 となる

資源が投入 されてか ら最終的に廃棄され るまで、製品として何回利 用され るかを示す ことにな

る。この回数が多 けれ ば多いほ ど、資源 と しては有効 に利用 されていると考 えることができる。

従来型の資源 生産性 と比較 した場合の総循環度の利点 としては、経済 的な評価に依 らず物理

的な基準のみで資源の有効利用の水準を評価できることが挙 げ られる。具体 的には、 トイ レッ

ト・ペーパー を従来型の資源生産性を評価する場合、 トイ レッ ト ・ペーパーの生産 に要する資

源の量が一定で も、 トイ レッ ト ・ペーパーによって得 られ るサー ビスの価値 、すなわち トイ レ

ッ ト・ペーパーの価格が変化する ことで資源生産性が変化 して しまう。反対 に、総循環度が劣

る点 として は、複数の資源を横断的に評価す ることができない ことが挙 げ られる。端的には、

従来型であれ ば 「日本の資源生産性」 といったきわめてマク ロな評価が形式的 には可能である

が、総循環度 には不可能である。ただし、従来型指標 によるマク ロ評価 は、資源の種類 に応 じ

た多様性を捨 象 し、極端 にいえば石炭 もダイヤモ ン ドも同 じ トンあた りで評価 し、足 しあわせ

てGDPで 割 って得 られ る類の数値をもとにしている。 こうした数値が持つ意味 自体、限定 的

な ものといえる。

循環度の国際化

本章 にお いて は、 リサイクル ・システムの境界を特定の国に限定 した。 こうした単純化 は、

紙 製品や古紙 の流通が これまで国内でほぼ完結 して いた 日本のような国 に対 しては適切である。

例えば、1995年 の紙製品の輸入量 と輸出量は、国内消費量のそれぞれ4%と3%で あ り、古紙

についてはそれぞれ3%と0.3%と なって いる。しか し、アメリカ合衆国 のような国の場合には、

こうした単純化が リサイクルの過小評価 につながるおそれがある。 アメ リカは相当量の回収古

紙 を輸出してお り (1995年 には24%)、 そ うした古紙は 自国で は利用 されな いとして も、海外

で数回利用 されるかもしれないのである。 したが って、循環度を資源 の全寿命 にわたって正確

に推定するため には、輸出入される製品や古紙 の海外での利用回数 を考慮 しな けれ ばな らない。

後 の第5章 において、 この作業 を行 う。
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第4章 自分の行動で資源 の利用回数はどのくらい増えるか

4.1 はじめに

再生製品の需 要拡大 のためには、消費者の購買行動 の変化が不可欠である。しか し、Hanyu

et al.(2000) と羽生 ・岸野 (2001) の住民意識調査 によれば、古紙の分別 回収 に協 力的な人

が必ず しも再生紙 を積極的 に購入 して いるとはいえない という。 この消費者の回収行動 と購買

行動 との乖離が 、結果 として リサイ クルの進展 を阻んで いる ことも否めな い18。一方で、問題

意識 を持 ち何 らかの積極 的活 動を試み る市民は、一次繊維 よ り古紙の方が望ま しいといった直

感的判 断に基づ いて製品の選択 を行 なうことはできる。 しか し、物質循環 の視点か ら見て、 自

分の行 動が実 際にどの くらい貢献 しているのか を評価す ることは困難である。

本章では、紙 リサイ クルを題材 として第3章 にお いて提示 した循環度 を応用 し、 リサイクル

行動 を包括的に評価す る簡便な方法論を提示す る。 これ によ り、積極的市民や団体に対 しては

自 らの進むべき方向につ いての一定の客観的基準 を与える ことが可能 となる。 さ らに、製品の

購入か ら廃棄 までを一括 して評価す る方法の使用 によ り意識改革を促 し、回収行動 と購買行動

との乖離 を改善する効果 も期待で きる。

第3章 で見 たように、循環度は、紙繊維が これ までに何 回紙 として利用 されたかを示す事前

循環度 と、今後何回紙 として利用 され るかを示す事後循環度、そ して これ らを足 しあわせた総

循環度か らな り、公表 されている統計データを もとにして求めることがで きる。

紙 資源 のよ うに 「一次繊維→新 聞→新 聞→雑 誌→段 ボール」 といった単線的でない複雑な循

環構造を持つ場合 には、新聞の古紙利用率の上昇が下流 にある雑誌や段ボールの品質にも副作

用 を与える。古紙利用率を10%上 昇させるとして も、上昇 させ る品 目によって全体 に及ぼす効

果 に大きな違 いが生 じる可能性がある。単に回収率や利用率を見 るだけで は、 この影響を見出

す ことはできない。循環度 は紙の繊維が紙と して利用され る回数 に着 目してお り、 これを用い

る ことで、 こうした循環構造の特徴 を分析す ることが可能 となる。 この循環度によ り、統計デ

ータをもとに国 レベル のマクロな物質循環を評価する ことができる。以下では、これを用いて、

特定 の個人や団体 な ど、主体 レベルの ミクロな リサイクル行動が物質循環 に与え る影響 を評価

する指標 を新た に提 示す る。

18 こうした議論の詳細は付録3を 参照。
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4.2 リサイクル行動 とそ の評価

リサイクル行動の分析 ・評価 にあたっては、回収だ けでな く製品の購入か ら廃棄 (回収) に至

る過 程全体 を対象 と しなければな らな い。そ こで、リサイ クル行動 を 「購 買行動」、「消費行動」、

「回収行動」の3要 素に分割 し、各段 階について行動の評価 を行な うこととする。

購買行動 とは、製品の購入 にあた りどの程度環境 に配慮 した製品を選択 して いるかというこ

とと定義する。紙 リサイ クルの場 合には、再生紙 の選択や同 じ再生紙で も古紙利用率や利用 さ

れて いる古紙の種類 の違 いにともな う選択である。 これ は、消費 され る紙品 目iに ついて、そ

の古紙利用率 (あ るいは消費量 に対す る再生紙の割合) uiに よって評価す ることができる。

消費行動とは、製品の消費にあた りどの程度消費量の抑制や再使 用を行な っているか という

ことと定義す る。紙 リサイクルの場合 には、無駄な コピーや失敗の回避 といった消費量抑 制や、

裏紙 の利用や両面コ ピーといった複数回使用の推進 を意 味す る。消費量の抑制につ いては、品

目iの 消費量xiそ の ものによって評価する ことができる。 一方、再使 用につ いては、品 目iに

つ いてその総消費量 に対する再使用量 (両面コ ピーや裏紙) の割 合 (再使用率) tiによ って評

価する ことができる。

回収行動 とは、製品の廃棄にあた りどの程度回収ルー トにまわす ことができて いるか という

ことと定義す る。紙 リサイクルの場合 には、新聞 ・段 ボール ・雑誌あるいは コピー用紙 といっ

た回収 ・再生が可能 な品 目もあるが 、 トイ レッ ト ・ペーパーな どの衛 生用紙や書籍のよ うに リ

サイクルが困難な品 目もある。 これは、消費される紙 品目iの 回収 率riに よ って評価す る こと

ができる。

以上のモデルによ って リサイ クル行動 を定量化する ことが可能 になる。さらに、その行動が

物質循環 に与える効果 を定量的に評価す ることを試みる。すなわち、自分が消費 している紙 (に

含まれる繊維) の総循環 度 (紙と して利用される回数) が リサイ クル行動によって改善 される

程度 を推定するのである (図4.1)。 個人が消費する紙には様 々な種類があるが、紙と して購入

する製品は衛生用紙や情報用紙 な ど一部 に限 られる。そ こで、 ここで は情報用紙の代表 と して

コピー用紙 をと りあげる。

コピー用紙 を買 うときに新 聞古紙 が80%利 用 され ている再生紙 を選択すれば、新聞古紙 の事

前循環度cbが お よそ1.4で あるので、選択 したコピー用紙の事前循環度 はおよそ1.1 (=1.4×

0.8) になる。また 、コピーをす るときに全消費量の80%を 両面 コピーす れば、コピー用紙 の

循環度 (紙 として の使用回数) は両面コ ピー を全く しなか った場合 に比べてさ らに平均0.8回

図4.1 リサ イ クル行 動 のモ デ ル化
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増 加 す る。 また 、コ ピー した紙 の うち60%を 使 用 後 に リサ イ クル し、そ れが 雑 誌 古紙 相 当 の用

途 に用 い られ た とす れ ば 、雑 誌古 紙 の事 後 循環 度caが お よ そ1.1で あ るの で 、消 費 した コ ピー

用 紙 の事 後 循 環 度 は お よ そ0.7 (=1.1×0.6) にな る。 した が って 、 こ こで 消 費 した コ ピー

用 紙 に含 まれ る紙 の 繊維 は 、紙 と して 約2.6回 (=1.1+0.8+0.7) 利 用 され て いる とい え る。

以 上 を ま とめ る と、 品 目iの 総 循環 度Ciは 、以 下 の よ う に求 め られ る。

(4.1)

品 目毎に総循環度 は異なるので、それ らを消費量で重みづ けして加重平均をと り、平均循環度

Cを 求める。

(4.2)

消 費量が一定 の場合、 この総循環度 を最大にする紙 の消費構造が、投入された資源 を最も有効

に利用 している という意味では最適である。 さらに、長期的 には資源の消費量 自体 も適 正な水

準 に削減する必 要が あると考えた場合、消費量の削減 とい う基準 も加えた分析が必要 となる。

そ の場合、以下に定義 される 「単位投入あた りの循環度k」 が大 きいほど、物質循環の視点か

らは望ま しい消費形態で あるといえる。すなわち、消費量Xが 小 さくなるほど 丸は大 きくな り、

また循環 度Cが 大 きくなるほどkは 大 きくなるのである。

(4.3)

4.3 リサイクル行 動 の試算

上で定義 されたモデル に仮設データを適用 し、 リサイ クル行動の変化が どの程度総循環度の

改善につなが るのか、試算 を行 う。上記モデルでは複 数の品 目を扱 えるよ うに定式化がなされ

ているが、 ここでは論点 を明確 にするため一品目に絞 り、先述のコ ピー用紙 の事例を扱 う。

購買 ・消費 ・回収 の各段階に、それぞれ複数の シナ リオを設定 し、その組 み合わせ に応 じた

総循環度 を計算する。購買行動 に関 して は、実際 に市販 されているコ ピー用紙 にな らい、上質

紙 (パル プ100%)、 上質古紙100%、 新聞古紙80%、 新 聞古紙100%と いう4つ の選択肢 を考

える。消費行動 に関 しては、両面 コピー を全 く行わない場合 と、半数 の割合で両面コ ピーを行

う場合の2つ の選択肢 を考える。そ して、回収行動については100%廃 棄、回収率40%、 回収

率80%と いう3つ の選択肢 を考える。これ らの選択肢の組み合わせの うち、代表的な試算結果

を図4.2に 示す。
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図4.2 リサイクル行動の変化 にともな う総循環度の改 善の試算

パル プ100%の コピー用紙 を買い、すべて片面で コピー を し、使用後はすべて廃棄 して しま

うという行動 の場合、 ここで消費され る紙の繊維は一度 も循環する ことな く廃棄 されて しまう

ため、総循環度は 当然0と な る。また、上質紙 を購入 した場合 には、そ の後の消費、廃棄行動

において努力を した として も、総循環度 として は古紙 製のコ ピー用紙 を購入す ることで得 られ

る値 には及ばないことがわかる。上質紙 を購入 して消費 ・回収段階で最大限努力をす る人 と、

新聞古紙100%の コピー用紙 を購入 して消費 ・回収段 階で は全 く努力 しな い人 とでは、得 られ

る総循環度 が大差ない。 このように、循環度 という一つの基準で評価す ることで、購 買段階 の

意思決定の重要性 を客 観的な形で提示す ることがで きる。

一方、古紙 製のコピー用紙 を購入 した場合には、循環度 は上質古紙100%を 購 入 し後 は努 力

しない場合に最低 の0.9と な り、最大で2.8と な る。つま り、古紙製の場合は購入後の消費 ・

回収行動によって総循環度に3倍 以上の開きが生 じることにな る。 また、回収行 動によ って得

られる循環度を比較 した場合、回収率が 同じであれ ば上質紙 よ りも古紙製 の方が大きな値 とな

っている。 これは、次のような現在の紙 の循環構造が反映 して いる。 上質紙が分別 回収 され る

と上質古紙 として扱われる。 これ は主と して衛 生用紙 の原 料となる。衛生用紙は使用後紙 とし

て回収 される ことはないので、事後循環度は0で ある。 このた め、上質紙 の事後循環度は相対

的 に低 くなる。一方、古紙製のコ ピー用紙は回収後 は雑誌 古紙 として扱われ る。 これは主 とし

て段ボールや板紙 の原料となる。 これ らは回収率 ・利用率 とも相対的に高 い。 このため、古紙

製の事後循環度の方が相対的に高くなるのである。
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4.4 ま とめ

以上のモデル化 と試算 によ り、マクロ指標として開発 した循環度が、個 人レベルの行動を評

価 する ミク ロ指標 として も有効である ことが確認 された。試算に要す るコ ピー用紙の古紙利用

率な どの情報 は、一般消費者 も容易に入手できるよ うになっている。 こうした情報源の一例 を

挙 げれば、「グ リー ン購入ネ ッ トワーク」のホームペー ジ (http://eco.goo.ne.jp/gpn/index.html)

にある商品情報デー タベースには、各社が販売 しているコ ピー用紙 の情報が古紙利用率の高 い

順 に掲載 されている。 こうした情報 と循環度 を合わせ る ことで、各自が簡単 に自分の リサイ ク

ル行動 を評価す る ことができる。

個々の主体 の規模が十分に小 さく、その行動 によってマクロな循環度が ほとん ど影響 を受 け

な いと考え られ る場合 には、今回提案 した手法 を用いる ことができる。 しか し、個々の主体 は

小 さくとも、行 動を改善する主体 の数が十分に増える と、国 レベルの回収率が10%向 上すると

いったマ クロ的効果が発生す る。 こうしたマクロ的循環構造の変化が循環度 に与える影響は、

今 回のミクロモデル とは別に、構造変化 に対す る循環度 の感度分析 によってマク ロ的に評価す

る ことができる。 しか し、将来的にはミクロな行動の蓄積がマクロな循環 に及ぼす効果 をも、

直接 ミクロモデルか ら評価 できるよ うにする必要がある。また、発展的には、よ り積極的な行

動で ある 自己循環の形成19を総循環度の算出に組込み、 このよ うな行動を適切 に評価 に反映で

きるモデル を構築す る必要がある と考え られ る。

なお、総循環度の平均値 として一次繊維の循環度 を利用す ることがで き、それ によると1995

年時点ではおよそ1で あった。一方 、技術的には紙の繊維 は最大5回 程度紙 として利用するこ

とが可能である とされてお り、 したが って総循環度 を5以 上に増加させる ことは困難である。

つ ま り、日本の 「紙 リサイクルの成績」は5段 階評定で平均的には1で あるということになる。

この事実が、個人 レベルの リサイクルへの取 り組みを促す よい刺激 となる ことを期待 したい。

19 例 えば、自分の消費 した牛乳パ ックを リサイクル して トイ レッ ト・ペーパー として再び自分

が利用す るな ど。
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